
１．自然環境の保全・再生
（１）自然環境の保全・再生
（自然公園及び自然環境保全地域の指定状況）
　首都圏の国立公園・国定公園・都県立自然
公園を合わせた自然公園の面積は、日光国立
公園のある栃木県、秩父多摩甲斐国立公園の
ある埼玉県、富士箱根伊豆国立公園のある山
梨県で大きく、各都県面積に占める割合は、
東京都が約36％と最も高くなっている（図表
５-１）。
　また、大規模な高山植生や優れた天然林等
を都県条例により指定する自然環境保全地域
の面積は、神奈川県が約11,236ha（令和６
（2024）年３月末時点）と最も大きい状況と
なっている。

（２）緑地の保全・創出
（都市公園の整備及び緑地保全の状況）
　都市公園の整備や都市緑地法（昭和48年法律第72号）に基づく特別緑地保全地区等の指定、
生産緑地法（昭和49年法律第68号）に基づく生産緑地地区の指定等により、都市における緑地
の保全や緑化が総合的に推進されている。首都圏の令和４（2022）年度末の都市公園等は、平成
24（2012）年度末と比較し、面積は約27,618haから約30,384haへと約2,766ha（約10％）増加、箇
所数は31,504か所から36,151か所へと4,647か所（約15％）増加している。また、首都圏一人当
たり都市公園等面積は、約6.9㎡/人となっている。
　都市公園は環境面だけでなく、国民のレクリエーション・休息、地域活性化、防災等、様々
なニーズに対応する施設であり、公園の魅力向上やまちづくりと一体となった整備促進のため、
公募設置管理制度（Park-PFI）1）や滞在快適性等向上公園施設設置管理協定制度（都市公園リ
ノベーション協定制度）2）（令和２（2020）年度創設）の活用が進められている。

第 節5 環境との共生

1）�都市公園において飲食店等の公園施設の設置又は管理を行う民間事業者を公募により選定し、得られる収益を公園
整備に還元することを条件に、事業者に都市公園法の特例措置がインセンティブとして適用される制度

2）�都市再生整備計画に定める「居心地が良く歩きたくなる」まちなかづくりに取り組む区域の都市公園において、都
市再生推進法人等が事業者となり、公園管理者との協定に基づき、飲食店等の公園施設の設置又は管理を行い、得
られる収益を公園整備に還元することを条件に、事業者に都市公園法の特例措置がインセンティブとして適用され
る制度

図表5-1 自然公園都県別面積
（令和６（2024）年３月末時点）

資料：�環境省「自然保護各種データ一覧」を基に国土交通省国土政
策局作成
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　Park-PFI、PFI3）併用による民間活力をいかした公園再整備事例として、令和６（2024）年10月に
は、市民の憩いの場、まちのにぎわいの拠点として富士見公園（川崎市）がリニューアルオープ
ンした（図表５-２）。川崎駅にほど近い富士見公園（昭和15（1940）年供用開始）は、園内にスタジ
アム（旧川崎球場）やテニスコート等の運動施設を有する総合公園であり、競輪場にも隣接する。
古くから市民に親しまれてきた一方、公園本来の緑地や広場が少なく、施設の老朽化等の課題も
あったことから、「緑、活気、憩い、ふれあいのある都心のオアシス」というコンセプトのもと、
広大な芝生広場、インクルーシブな遊びの広場とスポーツ広場、農と自然を体感する広場等が整
備された。今後はプロスポーツの運営主体でもある公園指定管理者のノウハウを生かし、定期的
なスポーツイベントの開催などが予定されている。
　また、オープンと同時期に、川崎市内にある３つの総合公園（富士見公園、等々力緑地、生
田緑地）を主会場とする「全国都市緑化かわさきフェア」が開催された。川崎市は工業都市と
して発展してきたが、市制100周年を節目に、みどりのまちづくりに向けた分野連携、多様な
主体がつながり、行動するきっかけとする市民総参加型の取組を実施している。具体的には、
「協働の花づくり・花かざり」として、市立小・中・特別支援学校全校で育てた花を市内全域
で飾るほか、市内152の保育園・幼稚園も花を育てる取組に参加している。

　気候変動対策や生物多様性の確保、幸福度（Well-being）の向上等の課題解決に向けて、都市に
おいて緑地の質・量両面での確保等を推し進めるため、都市緑地法等の一部を改正する法律（令和
６年法律第40号）が令和６（2024）年５月に公布され、同年11月に施行された。本改正は、国基本方針
の策定、緑地の買入れを代行する国指定法人制度の創設、国土交通大臣が認定する「優良緑地確保
計画認定制度」の創設等を内容としている。優
良緑地確保計画認定制度（TSUNAG）は、民
間事業者等による気候変動への対応、生物多様
性の確保及びWell-beingの向上などに貢献する
良質な緑地の確保の取組を評価するものであり、
令和７（2025）年３月には、令和６年度認定とし
て首都圏では10件が認定された（図表５-３）。

図表5-2 富士見公園（川崎市）

富士見公園の外観 再編整備後の芝生広場

再編整備前

資料：国土交通省

図表5-3 優良緑地確保計画認定制度
ロゴマーク

3）�民間の資金と経営能力・技術力（ノウハウ）を活用し、公共施設等の設計・建設・改修・更新や維持管理・運営を
行う公共事業の手法。
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（都市農地の保全・活用）
　都市農地は、都市に新鮮な農産物を供給する場であるとともに、市民の自然とのふれあいの
場、都市住民のレクリエーション活動の場として交流の機会を提供している。また、防災・減
災、景観形成などの機能を有し、都市にとって貴重な緑地として保全・活用が図られている。
都市農地の計画的な保全を図るため、首都圏では令和５（2023）年末時点で6,482haが生産緑地
地区として指定されている。
　環境分野における民間投資の機運が急速に高まる中で、市民レベルでの取組も進んでいる。
収穫体験イベント、観光ツアー、炊き出し訓練等の地域住民や農家等による都市農地を保全・
活用した取組が、都心部とは違う形の新たなエリアマネジメントとして地域に展開されるなど、
農を基軸としたまちづくりが進められている。
　東京都は、都市の貴重な農地を保全し、農のある風景を維持していくために平成23（2011）年
に「農の風景育成地区制度」を創設し、これまでに７地区が指定されている。この制度は、農
地や屋敷林などが比較的まとまって残る地区を指定し、散在する農地を一体の都市計画公園等
として計画決定するなどの都市計画制度の積極的な活用も視野に、地域のまちづくりと連携し
ながら農のある風景を保全、育成する制度である。
　令和２（2020）年７月に指定された「第五号深大寺・佐須地域農の風景育成地区」（東京都調
布市）は、国分寺崖線の周辺に広がる「はけ」の豊かな湧水による用水路に沿って、南北に農
地や屋敷林等が大規模に分布しており、武蔵野の面影を残す農の風景を感じられる地域であ
る。令和６（2024）年７月、地域の農のある風景の保全・活用を象徴する場、活動拠点として、
深大寺・佐須地域農業公園（北農業公園・南農業公園）が開園した（図表５-４）。今後、農業体
験学習、地域における自然環境を学ぶ環境学習、地域コミュニティを育成する交流の場として
の活用が想定されている。

図表5-4 深大寺・佐須地域農業公園

農業公園
予定地

農業公園
予定地

カニ山
キャンプ場

野草園

深大寺自然広場

凡例

深大寺・佐須地域農の風景育成地区 構想図

資料：調布市提供

深大寺・佐須地域南農業公園におけるイベントの様子
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 （３）水環境・水循環の保全・回復
（河川、湖沼等の水質改善）
　首都圏の令和４（2022）年度の水質状況は、河川におけるBOD4）の環境基準達成率5）が首都圏
全体で85.8％6）となっており、全国の92.4％と比較して依然低い状況である。一方で、首都圏の
湖沼では、COD7）の環境基準達成率が56.1％に上昇し、全国の50.3％と比較して高い達成率と
なっている。なお、首都圏の指定湖沼8）では、手賀沼（千葉県）で平成８（1996）年度から水質
の改善が見られるものの、いまだに全ての湖沼でCODの環境基準を達成していない状況であ
る（図表５-５）。
　国及び地方公共団体は、河川環境の整備や下水道の整備等により、河川や湖沼等の水質改善
を推進している。

（東京湾再生に向けた取組）
　関係府省庁及び９都県市が設置した東京湾再生推進会議では、「東京湾再生のための行動計
画」に基づき、陸域汚濁負荷の削減、海域環境改善対策、モニタリング等の総合的な施策を推
進している。令和５（2023）年３月には、第二期計画における10年間の取組状況を確認し、分析・
評価を行う期末評価が取りまとめられた。期末評価では、東京湾の環境は長期的には一定の改
善が見られているとしながらも、東京湾全体の水質改善については目標を達成しておらず、今
後も関係者の連携をより一層強化し、これまでよりも柔軟で持続的な計画を目指し、検討を進

図表5-5 指定湖沼の水質状況（COD75％値）

注１：�年間の日間平均値の全データをその値の小さいものから順に並べ0.75×n番目（nは日間平均値のデータ数）のデータ値をもって75％水
質値とする（0.75×nが整数でない場合は端数を切り上げた整数番目の値をとる）。

注２：75％値は各環境基準点の75％値のうちの最高値。全国平均（指定湖沼）は75％値の平均値。
注３：各指定湖沼における環境基準は、霞ヶ浦（西浦、北浦、常陸利根川）３mg/L、印旛沼３mg/L、手賀沼５mg/L。
資料：環境省「公共用水域水質測定結果」を基に国土交通省国土政策局作成
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4）�BOD（生物化学的酸素要求量）：水中の有機物を分解するために水中の微生物が必要とする溶存酸素量。河川の水
質汚濁指標の一つ。数値が高い程、水質汚濁の程度が大きいことを示す。

5）�各水域に指定されている環境基準が達成されている水域の割合
6）�環境省「令和４年度公共用水域水質測定結果」により、国土交通省国土政策局算出
7）�COD（化学的酸素要求量）：水中の有機物を酸化剤によって酸化する際に消費された酸化剤の量を酸素に換算した
値。湖沼及び海域の水質汚濁指標の一つ。数値が高い程、水質汚濁の程度が大きいことを示す。

8）�湖沼水質保全特別措置法（昭和59年法律第61号）に基づき、環境基準が達成されていない又は達成されないことと
なるおそれが高い湖沼であって、水質保全施策を総合的に講ずる必要がある湖沼について指定。
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める必要があるとされた。
　これを受け、同月、第三期計画の策定を行い、新たな全体目標として「快適に水遊びができ、
『江戸前』をはじめ多くの生物が生息する、親しみやすく美しい豊かな『海』を多様な主体が
協力しあうことで取り戻す～流域3,000万人の心を豊かにする『東京湾』の創出～」を掲げて
いる。

２．環境負荷の低減
（１）温室効果ガスの削減
　我が国は、令和32（2050）年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにすること（2050
年カーボンニュートラル）を目指しており、首都圏ではエネルギー消費量の削減や再生可能エ
ネルギーの導入拡大が進められている。
　令和４（2022）年度の東京都の温室効果ガス排出量（速報値）は、5,945万t-CO2であり、前年
比2.6％の減少となっている（図表５-６）。

（２）エネルギーの消費動向と対策
（エネルギー消費の状況）
　令和４（2022）年度の最終エネルギー消費量をみると、首都圏が全国の約３割を占めており（図
表５-７）、全国都道府県別の順位では、千葉県が第１位（約1,151PJ）、神奈川県が第２位（約
807PJ）となっている。首都圏の最終エネルギー消費量の推移をみると、平成19（2007）年度以
降は漸減傾向で推移しており、令和３（2021）年度に増加したものの令和４（2022）年度は減少し
た（図表５-８）。

図表5-6 東京都の温室効果ガス排出量の推移

注　：�H25～R３は「東京都における最終エネルギー消費及び温室効果ガス排出量総合調査（2021（令和３）年度実績）」、R４は「都内の最
終エネルギー消費及び温室効果ガス排出量（2022年度速報値）」による

資料：�東京都「東京都における最終エネルギー消費及び温室効果ガス排出量総合調査（2021（令和３）年度実績）」、「都内の最終エネルギー
消費及び温室効果ガス排出量（2022年度速報値）」を基に国土交通省国土政策局作成
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（再生可能エネルギーの導入）
　カーボンニュートラルの実現に当たっては、水力、太陽光、バイオマス等の再生可能エネル
ギーの導入拡大が必要不可欠である。電気事業者による首都圏の再生可能エネルギー発電量は、
近年、増加傾向が続いていたが、令和５（2023）年度は17,279百万kWhと前年度から僅かに減少
した（全国シェア約12％）。水力発電は減少傾向だが、太陽光発電については増加傾向が続い
ている（図表５-９）。

　固定価格買取制度（FIT）による首都圏の再生可能エネルギー導入量も増加傾向で、令和５
（2023）年度までに1,990万kW（全国シェア約23％）となっており、太陽光発電が1,853万kWと
９割以上を占めている（図表５-10）。

図表5-9 首都圏の再生可能エネルギー発電量の推移（電気事業者）

注　：電力調査統計は、電気事業者からの報告を基に作成している統計表であるため、電気事業者ではない事業者の発電所は含まれない。
資料：資源エネルギー庁「電力調査統計」を基に国土交通省国土政策局作成
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国土交通省国土政策局作成

図表5-7
最終エネルギー消費量（直接利
用分合計）の対全国シェア

（令和4（2022）年度）

首都圏
31.9％
首都圏
31.9％

近畿圏
13.5％
近畿圏
13.5％中部圏

13.2％
中部圏
13.2％

地方圏
41.4％
地方圏
41.4％

注　：令和４（2022）年度は暫定値
資料：�資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」を基に

国土交通省国土政策局作成

図表5-8 首都圏の最終エネルギー消費量
（直接利用分合計）の推移
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（３）グリーン社会の実現に向けた取組
（国土交通グリーンチャレンジの策定）
　国土・都市・地域空間におけるグリーン社会の実現に向けて、国土交通省は令和12（2030）年
度までの10年間で重点的に取り組む分野横断・官民連携プロジェクト等を盛り込んだ「国土交
通グリーンチャレンジ」を令和３（2021）年７月に策定した。首都圏でも2050年カーボンニュー
トラルを見据え、各分野で取組が進められている。

（グリーンインフラの活用）
　グリーンインフラとは、社会資本整備や土地利用等のハード・ソフト面において、自然環境
が有する多様な機能を活用し、持続可能な国土・都市・地域づくりを進めるものである。国土
交通省は、令和５（2023）年９月にグリーンインフラ推進戦略を全面改訂し（グリーンインフラ
推進戦略2023）、グリーンインフラの活用推進のための支援の充実等に取り組んでいる。その
支援策として、グリーンインフラの基本構想の策定や専門家派遣等を行う「先導的グリーンイ
ンフラモデル形成支援」（令和２（2020）年度創設）を実施している。このほか、グリーンイン
フラに関する優れた取組を表彰する「グリーンインフラ大賞」において、令和６（2024）年度は、
首都圏では９件が賞に選ばれ、「武蔵野台地における『雨にわ』による NbS9）の普及・実証事
業（東京都世田谷区、武蔵野市）」及び「おおはし里の杜 ～都市部の道路空間を活用した“生
きもの中心の緑地”～（東京都目黒区）」が国土交通大臣賞を受賞した。

（国際園芸博覧会の開催に向けた取組）
　国際博覧会条約に基づく認定を受けた「GREEN×EXPO 2027」（正式名称：2027年国際園
芸博覧会）が令和９（2027）年に横浜市で開催予定であり、様々な取組が進められている。

9）NbS：自然を活用した解決策のこと（Nature-based Solutions）

図表5-10 FITによる首都圏の再生可能エネルギー導入量の推移

注１：移行認定分を含む
注２：�「移行認定分」とは、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（平成23年法律第108号）（以下法という。）

施行規則第２条に規定されている、法の施行の日において既に発電を開始していた設備、又は法附則第６条第１項に定める特例太陽光
発電設備（太陽光発電の余剰電力買取制度の下で買取対象となっていた設備）であって、固定価格買取制度開始後に当該制度へ移行し
た設備

資料：資源エネルギー庁「固定価格買取制度情報公開用ウェブサイト」を基に国土交通省国土政策局作成
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　本博覧会は、「幸せを創る明日の風景」をテーマに、地球規模の課題解決に取り組む方針が
示されている。気候変動等の世界的な環境変化を踏まえ、日本が培ってきた自然との関係性の
中で、自然環境が持つ多様な機能を暮らしにいかす知恵や文化について、その価値を再評価し、
持続可能な社会の形成に活用するとともに、国際的な園芸文化の普及、花と緑があふれ農が身
近にある豊かな暮らしの実現、多様な主体の参画等により幸福感が深まる社会を創造すること
を目的として開催するものである。
　政府一丸となり、本博覧会の開催に向けた取組が進められており、令和５（2023）年４月には、
「2027年国際園芸博覧会関係閣僚会議」が設置され、同年８月には「2027年国際園芸博覧会
（GREEN×EXPO 2027）の準備及び運営に関する施策の推進を図るための基本方針」及び「2027
年国際園芸博覧会（GREEN×EXPO 2027）関連事業計画」が決定され、令和７（2025）年３月
には、主要施設の展示内容など、最新の会場計画が公表された（図表５-11）。

　公益社団法人2027年国際園芸博覧会協会は、令和６（2024）年10月から開催された「第41回全
国都市緑化かわさきフェア」に参加し、「GREEN×EXPO 2027」のPR出展や連携フォーラム
を実施した。

（住宅・建築・まちづくり分野における取組）
　令和３（2021）年、公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律の一部を改正する法
律（令和３年法律第77号）が成立し、法律の題名が脱炭素社会の実現に資する等のための建築
物等における木材の利用の促進に関する法律（平成22年法律第36号）に変わるとともに、法の
対象が公共建築物から建築物一般に拡大され、建築物におけるさらなる木材利用の促進に向け
た取組が進められている。

カーボンニュートラル社会にGXで挑む

Urban GX Village

自然とのつながりの中で育まれた智
慧・技術と出会う

Craft Village

「農」と「食」を通じてウェルビーイングを追
求する

これからの地球を生きる子どもたち
が自然と世界を学ぶ

Kids Village

自然と人、人と人とが関わりあい、共
に生きる

SATOYAMA Village

Village

会場内に設定される５つの
Villageのコンセプトに沿っ
て、出展者様と主催者の共
創によりテーマを実現

Farm & Food Village

 尾根地形や水の流れ、風の動き、残された樹林等の自然資本を活かした会場づくり（Nature-based Design）。

公式マスコットキャラクター
「トゥンクトゥンク」

図表5-11 GREEN×EXPO 2027の会場計画（令和６年度時点）

資料：国土交通省
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　また、令和４（2022）年６月に、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平成27
年法律第53号）が改正され、令和６（2024）年４月より建築物への再生可能エネルギー利用設備
の設置の促進が図られているほか、令和７（2025）年４月より全ての新築住宅・非住宅に対し省
エネ基準適合が義務付けられることとなっている。
　東京都では、令和４（2022）年に改正された都民の健康と安全を確保する環境に関する条例に
基づき、中小規模新築建物に対する「東京都建築物環境報告書制度」が令和７（2025）年４月よ
り施行され、大手ハウスメーカー等に対し新築住宅等への太陽光発電設備の設置、断熱・省エ
ネ性能の確保等が義務付けられる予定である。
　横浜市のみなとみらい21地区はオフィス・商業施設・住宅等に加え、企業の本社、大学、
MICE拠点など多様な機能が集積する街であり、エネルギーの大消費地である。令和４（2022）
年４月に環境省が推進する「脱炭素先行地域」に選定されており、公民で連携し2030年の電力
消費に伴うCO2排出の実質ゼロの実現など、脱炭素化に向けた取組を進めている。
　地区の脱炭素化を実現するためには、電力に加えて、CO2排出量の約３割を占める熱の脱炭
素化が不可欠である。同地区は、冷暖房などに利用する熱（冷水・蒸気）を一括して地域熱供
給事業者が製造することで省エネの実現に取り組んでおり、地域冷暖房の単一供給エリアとし
ては日本最大規模である。さらに、令和６（2024）年９月、同地区の15施設により、J-クレジッ
トなどを活用しカーボン・オフセットを行うことで熱の使用に伴うCO2排出量（令和６年度分）
を約１万８千トン削減する、熱エネルギーの脱炭素化としては日本最大規模の取組がスタート
した（図表５-12）。

（交通分野における取組）
　首都圏のCO2総排出量について、運輸部門が２割近くを占め、そのうち９割以上が自動車か
らの排出と推計されている。
　首都圏では、次世代車10）の保有台数及び保有台数割合は年々増加を続けている（図表５-13）。
首都圏における電気自動車（EV）の充電施設数は、6,222か所（令和７（2025）年２月末時点）、
水素充填施設数は47か所（令和６（2024）年12月時点）であり、充電施設、水素充填施設ともに
東京都と近隣３県の設置数が多くなっている（図表５-14）。

図表5-12 みなとみらい21地区における熱エネルギーの脱炭素化

資料：横浜市提供

10）�EV、ハイブリッド自動車、プラグインハイブリッド自動車、CNG（圧縮天然ガス）自動車等をいう。ただし、
軽自動車を除く。
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（物流における取組）
　物流の「2024年問題」に対応し、物流の持続的成長を図るため、令和６（2024）年５月に流通
業務の総合化及び効率化の促進に関する法律及び貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律
（令和６年法律第23号）が公布された。改正物流法等に基づき、荷主企業、物流事業者、一般
消費者が協力して我が国の物流を支えるための環境整備に向けて、商慣行の見直し、物流の効
率化、荷主・消費者の行動変容について抜本的・総合的な対策を実施することとしている。

（カーボンニュートラルポート（CNP）の形成）
　港湾分野では、脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化や水素・アンモニア等の受入環境の整
備等を図るカーボンニュートラルポート（CNP）の形成を推進している。首都圏では、CNPの
形成に向け、茨城港、鹿島港、東京港、川崎港、横浜港、千葉港、木更津港及び横須賀港にお
いて、官民の連携による協議会等が開催されている。港湾管理者は、協議会における検討を踏
まえ、港湾法（昭和25年法律第218号）に基づく港湾脱炭素化推進計画を作成・公表しており、
令和７（2025）年２月時点で、首都圏では３港湾（茨城港、鹿島港、川崎港）が計画作成済である。

図表5-13 次世代車の保有台数と割合の推移

注　：保有台数は各年度末時点
資料：一般財団法人自動車検査登録情報協会「自動車保有車両数」を基に国土交通省国土政策局作成
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図表5-14 充電施設・水素充填施設のシェア

注　：充電施設数は令和７（2025）年２月末時点、水素充填施設数は令和６（2024）年12月時点
資料：�充電施設はENECHANGE株式会社「EVsmart」、水素充填施設は燃料電池実用化推進協議会（FCCJ）「水素ステーション一覧（全国）」

を基に国土交通省国土政策局作成

茨城県
624
10％

茨城県
624
10％

山梨県
284
5％

栃木県
550
9％

栃木県
550
9％
群馬県
502
8％

群馬県
502
8％

埼玉県
891
14％

埼玉県
891
14％

千葉県
1,012
16％

千葉県
1,012
16％

東京都
1,208
19％

東京都
1,208
19％

神奈川県
1,151
19％

神奈川県
1,151
19％

首都圏
6,222

充電施設

山梨県
1
2％

茨城県
2
4％

栃木県
1
2％
群馬県
1
2％

埼玉県
7
15％

埼玉県
7
15％

千葉県
5
11％

千葉県
5
11％

東京都
21
45％

東京都
21
45％

神奈川県
9
19％

神奈川県
9
19％

首都圏
47

水素充填施設

首
都
圏
整
備
の
状
況

74

第５節　環境との共生


	令和６年度首都圏白書（各省配布用）_＜圧縮版　白紙なし＞.pdf
	首都圏整備の状況
	第５節　環境との共生
	１．自然環境の保全・再生
	（１）自然環境の保全・再生
	（２）緑地の保全・創出
	（３）水環境・水循環の保全・回復

	２．環境負荷の低減
	（１）温室効果ガスの削減
	（２）エネルギーの消費動向と対策
	（３）グリーン社会の実現に向けた取組





